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‼
新型コロナウイルス感染禍の中、「いのちのとりで裁判」のはじめての判決が名古屋地裁で出さ

れた。判決は、専門家の検討を経ない生活保護基準引き下げを安易に容認したうえ、「国民感情 

を踏まえた自民党の政策を考慮できることは明らか」とまで言い放った。 

 

コロナ禍のもと、傍聴者は定員の３分

の１程度と大幅に制限されていた。抽選

も含め、入廷した代表は、これまでの裁

判の展開に、「勝訴」判決を疑わなかった。

しかしながら裁判所は、原告の訴えや証人の

証言も全く聞き入れず、国の意向を容認する

という、法の番人としてあるまじき判決を下

した。原告や代理人、支援者は、驚きと怒り

に震え言葉を失ったが法廷から裁判官が退席

するときに、 

「不当判決だ！」と、怒りの声が響いた。   上 6 月 25 日判決時、下 7 月 7 日控訴時 

 

冒頭、内河弁護団⾧は「全く許しがたい不当

な判決。全般的敗訴、弁護団で検討した。あ

る意味では、ほとんど得るものがない、心打

つものがない。裁判官の熱意ある進行協議等

含め、とても大きな期待を寄せた。裁判は期

待をしながら、裏切られることが多くある。

しかし、生活保護の事件だけはそれがないこ

とを願っていた。私たちは、たたかうために

裁判をし、たたかうために運動をし、少しで

もいい結果をもたらすことを願いながら活動する。生活保護だけは原告のみなさんが、今日明

 



日生きるかどうか大きな課題を持つ。負けたくなかった。沖縄高江事件に同じような判決が出

た。熱心で進行協議を行ったが、何ら得るものがない。裁判官は、政治家や国がやった権利侵

害をチェックすること、それが間違いだということを示すのが役割。そのことを忘れて自民党

をよしとする判決は、本当に気持ちが悪い。ここまで悪い判決には、たたかう意欲はますます

強まる。徹底的に戦わなければならない」と決意が示された。 

森弘典弁護団事務局⾧は、「代理人として、原告、全国のたたかうみなさんに申し訳ない。

このような判決が認められることはない。たたかい続けることを誓います」と述べ、報告に入

った。「判決は、原告の訴えをことごとく否定し、『国の財政事情や他の政策等の多方面にわ

たる諸事情を考慮し、かつ厚生労働大臣の裁量権を優先する厚生労働大臣に専門技術的かつ政

策的な見地からの裁量が認められる』『厚労大臣の専門的技術的な見地からの裁量にゆだねら

れている』」と強調。「極めつけは、『自民党の生活の影響を受けていた可能性を否定するこ

とはできない』『生活保護費の削減などを内容とする自民党の政策は、国民感情や国の財政事

情を踏まえたもの』と肯定するという、許しがたいものである。原告とともに勝利までたたか

う」（要旨） 

小久保哲郎弁護士全国争訟団からも、 

本当に残念なとんでもない判決。まず、 規範の部分、老齢加算の最高裁判決では、統計等

の客観的数値との関連性や専門的知見との整合性による。しかし、専門家の審議会で一切検討

されていない。審議会等の検討結果を踏まえて行うことが「通例だった」といいながら、「法

令上の根拠は見られない」。諮問すれば足りる、被告の意見、専門家の意見を聞く必要がない

に等しい。デフレについても、「被告の意見を丸呑み」し 2 分の 1 にしたといっても、減額幅

が大きかったとしても、不合理とはいえない。と、きって捨てる。何でこんなこと書いたのか

と思われるが、「自民党の政策の影響を受けていた可能性を否定することはできない」。あく

まで、国民感情や、国の財政事情 踏まえたもの。これらの事情を考慮することは控訴審でや

ってほしいのか、控訴審で十分ついて行ける部分。全国の 28 地裁たたかいもあり、名古屋も控

訴する。引き続いて、全力でたたかいたい。 

その後、３人の原告から、判決への憤り、たたかう決意がのべられました。さらに、６人の

記者からの質問や、会場参加者からの激励など受け、勝利するまでたたかう意思をかため集会

を終了した。 



 



全国最初の判決となった生活保護裁判名古屋判決（６月 25 日）は

あらゆる判決のなかでも最悪の判決となりました。判決文をみても異

常なところばかりです。原告のみなさんはすでに控訴する決意を固

めています。今後名古屋高裁にむけてその異常さを暴露していき

ます。 

し 

判決ではこれまで国が認めてきた客観的な判断基準や審議の進め

方をすべて放棄してしまい、すべて厚労大臣の裁量で決めることができるとしてしまいました。

基準部会長代理岩田正美さんの証言は全て無視しています。 

国は計算期間も、計算方法も従来とは全く違うやり方で、地デジ化によるテレビの値下がりが最

も大きく影響する計算式を持ち込みました。これによって生活保護費が実質的に大幅に増加し

たとしました。国による統計偽装の発端です。 

裁判所が生活保護バッシング判決文は利用者のなかに、「カラオケ、映画、囲碁サークルへの

参加」している者もいること、「70％以上のものが３食きちんと食べている」ことをあげて、「必ずし

も健康で文化的な最低限度の生活を下回っているとまでは言えない者が一定数存在すること

がうかがわれる」と繰り返しています。ネトウヨの生活保護バッシングと同じです。それが問題なら

保護利用者は囲碁・カラオケ禁止にすればいいのです。 

そして驚いたのは総選挙での自民党の公約を取り上げ、「自民党の政策は、国民感情や国の

財政事情を踏まえたもの」とまで書いてあることです。判決文を書いた裁判官はこの春、最高裁

に栄転。まさに自民党政権忖度判決です。 

○個人署名数 ３３,８１８筆 
○団体署名数  446 団体 


